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　最近，破産法が改正されたと聞きまし

たが。

　はい。平成16年 6月 2日に改正破産法

が公布されました。1年以内に，現在の破

産法に代わって，この新しい破産法が施

行されることになっています。

　このところ，よく「破産件数が増加」と

か「過去最高を更新」とか聞きますが，こ

の改正はそういった状況に関係があるの

ですか。

　そうですね。今回の破産法の改正は，民

事再生法の制定（平成11年）・改正（同12

年），会社更生法の改正（同14年）に続く，

倒産法制の見直しの一環なのですが，い

わゆるバブル経済後の景気低迷による企

業倒産の激増や，これに伴う個人破産の

爆発的な増加等を受け，破産手続を，現在

の経済情勢に合った，より迅速で，より効

果的な処理ができるものにすることを目

指しています。

　なるほど。要は，現在の破産法をより使

いやすくするための改正だということで

すね。そうすると，例えば，私のような一

般個人が破産手続を利用する場合には，

どのように使いやすくなるのでしょうか。

かんかつ

　例えば，管轄裁判所の拡大が挙げられ

ます。破産事件は，基本的には手続を利用

される個人の住所地を管轄する裁判所が

扱いますが，夫婦や連帯債務者，保証人に

ついての破産事件が別の裁判所で行われ

ている場合には，その裁判所にも申立て

ができることになります。
めんせき

　それから，破産手続と免責手続の一体

化も重要な改正の一つです。破産者の財

産を処分する破産手続と，破産者が借金

などの債務の弁済の責任を免れる免責手

続は，別の手続ですから，現在の破産法で

は，破産宣告の後に，別途，「免責許可の

申立て」を裁判所に行う必要があります。

これに対し，新しい破産法では，破産手続

開始の申立てと同時に免責許可の申立て

をすることができるようになります。さ

らに，破産手続開始の申立てをすれば，原

則として，免責許可の申立てがあったも

のと扱われることになります。

　申立てにあたって，間口を広げたり，手

続を合理化したわけですね。

　他にも，手続をしている間，破産者が安

定した日常生活を送り，経済的な再出発

をすることができるようにするため，①

免責手続終了まで，破産者の財産に対す

る強制執行を禁止する，②破産手続が開

始された後も，破産者が自ら保有できる

財産の範囲を広げる，③再度の免責を受

けることが原則としてできない期間を10

年から７年に短縮する，といった改正点

があります。

　破産手続開始の申立てをしようとする

個人にとっては，ずいぶん有利な改正の

ように思えますね。

　確かにそう見える部分もありますが，

むしろ，大正時代に制定された破産法を

現代の経済社会に適合したものに改めた

結果といった方が正しいでしょう。実際，

①破産者は重要な財産を開示しなければ

ならない，②破産者は，免責するかどうか

の調査に対して協力しなければならない，

③破産者の不法行為に基づく損害賠償請
ふ よう

求権や，破産者が養育者又は扶養義務者

として負担すべき費用に関する債権は，

免責されない，といった改正点もあり，モ

ラルハザードの防止のための配慮や，債

権者の利益保護への配慮も図られていま

す。必ずしも破産手続開始の申立てをし

ようとする個人にとって，一方的に有利

だというわけではありません。

　これから破産手続を利用しようと考え

ている方は，そういった点も理解した上

で，申し立てるかどうか検討した方がい

いということですね。

同時廃止決定

免  責  許  可  決  定

債務者が，破産手続を進めるためのお金や
財産を持っているかどうかで，手続が異なり
ます。

☆破産手続開始決定と
同時に廃止決定をして破
産手続は即座に終了し
ます。

☆裁判所が選任した破産
管財人が，破産者の財産
を処分して，債権者に分
配します。※

破産手続終結決定等

持っている場合持っていない場合

☆一部の債務を除き，
債務の支払義務が免除
されます。

☆一定の事情がある場合
には，免責が許可されない
ことがあります。

免 責 不 許 可 決 定

申　　立　　て

破 産 手 続 開 始 決 定

※　管財人が選任された場合であっても，破産
者の財産の状況によっては，破産手続が途中
で終了される場合があります。

破　産　手　続

☆債権者や破産管財人の意見を聞き，必
要があれば破産者と面談するなどの調査
をした上で，裁判官が免責を許可するかど
うか判断します。

免　責　手　続

新しい破産新しい破産新しい破産新しい破産新しい破産・・・・・免責の手続免責の手続免責の手続免責の手続免責の手続

破産事件新受件数

0

50,00 0

1 0 0 ,0 0 0

1 5 0 ,0 0 0

2 0 0 ,0 0 0

2 5 0 ,0 0 0

3 0 0 ,0 0 0
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